
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 青森県

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。
　　　Ⅰグループ　0.500以上1.000未満、Ⅱグループ　0.400以上0.500未満、Ⅲグループ　0.300以上0.400未満、Ⅳグループ　0.300未満
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分析欄



分析欄

《人件費》
　人件費に係る経常収支比率については、全国的には中位の水準にあるものの、類似団体の平均を上回っている。職員数の削減及び給与カット等により、人件費総額の
縮減には努めているものの、団塊世代の退職に伴い退職金が高い水準で推移していることから、人件費に係る比率は高止まっているものと考えられる。今後は引き続
き、青森県行財政改革大綱に基づき、一層の職員数・職員給与の適正化に取り組むこととしている。
　なお、人口１人当たりの決算額比較（人件費及び人件費に準ずる費用）においても、類似団体内では中位に位置しているものである。

《物件費》
  物件費に係る経常収支比率については、類似団体及び全国平均をともに上回っている。本県は広大な面積に加え、積雪寒冷地であることなどの社会的・地理的な要因
等により、内部管理経費等が他団体に比較し多くなる傾向にあるものと考えられる。今後は、施策の選択と重点化を推進するとともに、青森県行財政改革大綱に基づ
く、組織の簡素・効率化、内部コストの抑制などの取組みを徹底・加速して推進することとしている。

《扶助費》
　扶助費に係る経常収支比率については、類似団体及び全国平均をともに上回っている。これは、生活保護制度における本県の保護率が全国的にも上位にあり、生活保
護費の割合が比して高い（本県41.7％、類似団体平均33.5％）ことが要因として考えられる。

《公債費》
　公債費に係る経常収支比率については、類似団体及び全国平均をともに上回っている。これは、これまでの経済対策としての公共事業の追加や東北新幹線鉄道整備事
業費負担金等を含む県単独事業費が高い水準で推移してきたことに伴うものであり、今後は、青森県行財政改革大綱に基づき、地方債の新規発行の抑制、元金ベースで
のプライマリーバランスの黒字幅の維持・拡大の下での公債費の平準化等により、将来の公債費負担の軽減を図るとともに、県債残高の圧縮に努めることとしている。
　なお、人口１人当たりの決算額比較（公債費及び公債費に準ずる費用）においては、類似団体内では中位に位置しているものである。

《補助費等》
  補助費等に係る経常収支比率については、類似団体及び全国平均をともに下回っているものであるが、三位一体改革の国庫補助負担金改革等に伴う地方負担額の増加
により、近年、その比率は上昇傾向にある。引き続き、毎年度の予算編成において、ゼロベースの視点に立ち返って見直すこと等により、更なる事務事業の再構築を図
ることとしている。

《普通建設事業費》
　普通建設事業費は、国の補正予算関連事業の増等により平成21年度は増となったものであるが、人口１人あたりの決算額について類似団体平均を上回っており、単独
事業費分が依然として高い水準にある。これは、東北新幹線八戸・青森間が平成22年度中の完成を目指して建設工事が進められていること等の要因によるものと考えら
れる。引き続き、毎年度の予算編成において、普通建設事業費の選択と集中による重点化を図りつつも、国の予算編成の動向を踏まえて総額を適切に管理していくこと
としている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 191,277,659 136,089 130,671 4.1
賃金（物件費） 776,158 552 480 15.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 8,820 6 580 ▲ 99.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 0 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,237,537 2,303 2,283 0.9
▲退職金 ▲ 20,597,902 ▲ 14,655 ▲ 11,868 23.5
合計 174,702,272 124,296 122,145 1.8

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 1,398.04 1,399.30 ▲ 1.26
ラスパイレス指数 100.6 97.5 3.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

118,093,840 84,021 72,102 16.5

積立不足額を考慮して算定した額 - - 4,972 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

2,306,837 1,641 7,379 ▲ 77.8

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 3,983,188 2,834 1,841 53.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 141 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

4,926,360 3,505 3,656 ▲ 4.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

100,512 72 47 53.2

▲特定財源の額 ▲ 2,660,107 ▲ 1,893 ▲ 2,676 ▲ 29.3
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 66,663,815 ▲ 47,429 ▲ 46,212 2.6

合計 60,086,815 42,750 41,249 3.6

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

174,528,443 119,528 ▲ 9.4 123,084 ▲ 10.7 1.3

うち単独分 82,238,630 56,322 ▲ 11.7 44,441 ▲ 12.3 0.6

160,606,944 111,101 ▲ 7.1 116,882 ▲ 5.0 ▲ 2.1

うち単独分 71,345,541 49,354 ▲ 12.4 39,080 ▲ 12.1 ▲ 0.3

155,938,719 109,007 ▲ 1.9 99,248 ▲ 15.1 13.2

うち単独分 66,273,207 46,327 ▲ 6.1 31,007 ▲ 20.7 14.6

153,142,516 108,054 ▲ 0.9 92,849 ▲ 6.4 5.5

うち単独分 69,987,636 49,382 6.6 30,532 ▲ 1.5 8.1

161,623,805 114,991 6.4 103,730 11.7 ▲ 5.3

うち単独分 73,574,699 52,346 6.0 34,978 14.6 ▲ 8.6

過去５年間平均 161,168,085 112,536 ▲ 2.6 107,159 ▲ 5.1 2.5

うち単独分 72,683,943 50,746 ▲ 3.5 36,008 ▲ 6.4 2.9
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